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第1章　共済事業の立ち上げ
～昭和30年代を中心に(1955年-1967年)～

　第 1章では、県共済会の設立以前、社会福祉施設に働く職員のための共済制度がどのように立

ち上げられたかを振り返る。

　昭和 30年代は、戦後の混乱期から立ち上がり、高度成長期に向かう過程で、人々の生活はもと

より、地域社会そのものも大きな変貌を遂げていった。このような中で、社会福祉事業の発展に

大きな役割を担っていた民間社会福祉施設の職員は、公立施設の職員と同様、その任務や責任の

度合いは何ら異なるところはないにもかかわらず、処遇の面においては著しく劣っており、老後

の補償も得られない不安定な労働条件のもとで、私生活を犠牲にした過酷な勤務が続いていた。

　このため、職員が定着せずに途中で退職する者が多く、その補充もままならないのが実態であり、

民間社会福祉施設の人手不足は目に余る状況にあった。施設入所者のサービス向上のためにも雇用

と就労の安定は不可欠であり、職員の身分保障の一環である共済制度の確立が喫緊の課題であった。

　民間社会福祉施設の経営者にとっては長年の懸案であり、職員の夢を実現するためにも、公務

員並みの退職金支給制度創設に向けて、施設経営者が一丸となって活動を展開することとなった。

1　民間社会福祉施設職員の処遇状況

　民間社会福祉施設に勤務する職員は、公立施設の職員と同様の仕事に従事しているにもかかわ

らず、待遇の面においては大きな格差が生じていた。

　例えば、昭和 33年当時の公務員の給与ベースは 19,300 円であり、公立幼稚園では朝 9時から

午後 2時まで従事するのが一般的であったが、その一方で民間保育園の園長の平均給与が 12,000

円、保母の平均給与が 6,700 円と低く、朝 6時半頃から夕方 5時過ぎまで従事するのが日常であっ

た。また、老人福祉施設の場合には、施設長の平均給与が 12,200 円、職員の平均給与が 8,840

円であった。このように、最低生活の維持に精一杯で、万一病気や不時の出費を要する場合には、

全く生活に困窮してしまう状況であった。

　なお、公務員には、退職金制度が確立されていたが、民間社会福祉施設職員には、このような

制度もなく、定年後の生活にも大きな不安があり、職員の雇用対策にも重大な支障をきたしていた。

2　共済制度の確立に向けた動き

(1) 県社会福祉大会における決議

　民間社会福祉施設の経営者が中心となり、退職金制度の必要性について、県をはじめ関係機関

等に強く働きかけ、また、各報道関係者の好意的な取材や県議会での質問などにより、共済制度

の設立に向けての関心が高まった。その結果、昭和 33年 11 月 12 日に開催された静岡県民生委

員制度 35周年記念静岡県社会福祉大会において、民間社会福祉施設職員の共済制度確立の決議が
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なされ、静岡県社会福祉協議会のもと施設関係者の長年の夢が具体化に向けて大きく動き出すこ

ととなった。

　なお、社会福祉大会の議題及び決議事項は次のとおりである。

静岡県民生委員制度 35周年記念

静岡県社会福祉大会における共済制度確立の要旨及び決議内容（抜粋）

　本県民生委員制度 35周年を記念し、昭和 33年 11月 12 日に開催された「静岡県社会福祉大会」

に関係者 3,000 名が集まり、次の議題について決議された。

　第一議題　低所得者対策について、第二議題　青少年の育成について、第三議題　民間社会福祉

事業従事者の共済制度確立について、第四議題　市町村社協の組織の充実強化について意見発表が

行われ、決議を満場一致で決定した。

　なお、第三議題　民間社会福祉事業従事者の共済制度確立の要旨については、次のとおりである。

1. 共済制度確立の要旨

　本県の民間社会福祉事業に従事している職員の数は 800 余名であり、その身分保障の一環である

共済制度の確立が、今日なお実現を見ないのは誠に遺憾である。

　近年、民間社会福祉事業に従事する職員に対しては専門化が要請され、長期にわたりその仕事に

従事し、経験を積むことが望まれており、それには、先ず待遇の改善を考えなくてはならず、現行

の給与は極めて低く、特に退職金及び年金等の保障は全くない。

　職員が安んじてその職に就くためには、共済制度の確立が何よりの急務であり、理想としては、

全国一本の制度を望むところであるが、とりあえず、県独自の制度を県社会福祉協議会が中心となり、

「民間社会福祉事業従事者共済制度準備委員会」を急速に設置し、共済制度の早期実現を図られたい。

2. 決議内容

　最近における我が国社会経済の諸情勢に鑑み、社会福祉の増進は一段と強く要請されている。

　時恰も本県民生委員制度創設 35周年にあたり、県下公私社会福祉関係者が一堂に会して、社会

福祉の諸問題に対処する決意を新たにし、一層の努力を誓うとともに、関係方面に次の事項を強く

要望し、世人の深い理解と協力を得てその実現を期し、もって県民福祉の増進に寄与せんとする。

(1)	 老齢、母子及び身体障害者の年金制度を速やかに実施されたい。

(2)	 低所得者貸付資金を大幅に増額されたい。

(3)	 低所得者に対する低家賃住宅を急速に設置されたい。

(4)	 青少年の健全育成対策を積極的に推進されたい。

(5)	 児童遊園地を早急に増設されたい。

(6)	 県民皆保険の即時実施を図られたい。

(7)	 民間社会福祉事業従事者の共済制度を確立されたい。

(8)	 市町村社会福祉協議会の拡充強化を図るため、財政的援助を図られたい。
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(2) 民間社会福祉事業従事者共済事業の発足

　県社会福祉大会の決議により、県社会福祉協議会内に「民間社会福祉事業従事者共済準備委員会」

を設けられ、事業の内容や負担金の在り方などについて協議を重ね、この結果、民間社会福祉事

業施設及び団体の従事者を対象に「静岡県民間社会福祉事業従事者共済会」を設け、昭和 35年 6

月 1日から次のとおり事業が実施されることになった。なお、事業の詳細等は、資料編（69ペー

ジ〜）の静岡県民間社会福祉事業従事者共済会規程及び要項を参照されたい。

　その後、社会情勢の急激な変化等により、現行の給付額では時代にそぐわなくなってきたため、

会員の中から魅力ある制度に改正してほしいとの声が強まってきた。これを契機として制度の見

直しに着手し、負担金の引き上げを図るとともに、県に働きかけ、職員 1人につき 100 円の助成

を得ることに成り、昭和 41年 4月 1日から、次のとおり給付の改善が行われることになった。

設立当初（昭和 35年）の負担の給付 改正後（昭和 41年）の負担と給付

1. 負担金

　（1）経営者　職員  1 人につき月額	 70 円
　（2）職　員　　　  1 人につき月額	 150 円
2. 退職給付金

　最低（勤続年数 1年）              	 2,400 円
　最高（勤続年数 30年以上）	 200,000 円
3. 慶弔給付金

　（1）結婚祝金（1回のみ）	 1,000 円

　（2）出産祝金（第 1子のみ）	 500 円

　（3）死亡弔慰金（本人死亡のみ）	10,000 円

1. 負担金

　（1）経営者　職員  1 人につき月額	 170 円
　（2）職　員　　　  1 人につき月額	 250 円
2. 県助成金　　職員  1 人につき 月額	 100 円
3. 退職給付金

　最低（勤続年数 1年）　 	 6,000 円

　最高（勤続年数 30年以上）	 489,400 円
4. 慶弔給付金

　（1）結婚祝金（1回のみ）	 3,000 円

　（2）出産祝金（第 1子のみ） 	 1,500 円

　（3）死亡弔慰金（本人死亡のみ）	15,000 円

静岡県社会福祉時報　記事
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3　社会福祉施設職員退職手当共済法の制定	

　社会福祉事業を推進していく上で、社会福祉法人などが運営する施設の存在は、不可欠な状況

にあった。しかし、これらの施設に従事する職員の労働環境は、公立施設の職員に比べて大きな

隔たりがあり、施設経営者にとって最大の課題は、職員の身分保障であった。

　国としても、社会福祉事業の振興を図るため、民間社会福祉施設職員の処遇改善が急務である

との判断から、国・県及び施設経営者が夫々 3分の 1を負担し、公務員並みの退職金支給を図る

よう「社会福祉施設職員退職手当共済法」を制定し、昭和 36年 10月 1日から施行することとなっ

た。

　この業務は、国から委託を受けた「社会福祉事業振興会 ( 現在の独立行政法人福祉医療機構 )」

が取り扱うこととなり、その窓口業務は各県の社会福祉協議会が行うこととなった。

　なお、制定当初の社会福祉施設職員退職手当共済法及び同施行令及び退職手当共済契約約款は

資料編 (74 ページ〜 ) を参照されたい。
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社会福祉しずおか　記事


